
面積 県北地区 総面積に占める割合
総面積（ha） ８４，９４９ －

うち耕地面積（ha） １０，３９０ １２％
うち森林面積（ha） ４２，６５５ ５０％

世帯数 県北地区 総世帯数に占める割合
総世帯数（戸） １３２，７３８ －

うち総農家数（戸） ７，５７４ ６％
うち主業農家（戸） １，０３０ １％

うち林家数（戸） ２，８８８ ２％

人口 県北地区 総人口に占める割合
総人口（人） ３２６，８５４ －

うち農業就業人口（人） ６，９０１ ２％

販売農家 県北地区 県内構成比 県
販売農家戸数（戸） ５，２１９ ２４％ ２１，３０４

主業農家戸数（戸） １，０３０ １６％ ６，６２０
準主業農家戸数（戸）① １，２１０ ２８％ ４，３０７
副業的農家戸数（戸）② ２，９７９ ２９％ １０，３７７

自給的農家（戸）③ ２，３５５ １９％ １２，４９８
兼業農家等（戸）①＋②＋③ ６，５４４ ２４％ ２７，１８２

耕地 県北地区 県内構成比 県
耕地面積（ha） １０，３９０ ２２％ ４６，３００

田（ha） ６，３０１ ３０％ ２１，２００
畑（ha） ４，０９３ １６％ ２５，１００

水田整備率（％） ５０％ － ５８％
畑整備率（％） ３２％ － ２７％
荒廃農地面積（ha） ４３７ １２％ ３，５６８

民有林 県北地区 県内構成比 県
人工林面積（ha） １６，２６４ １８％ ９１，４８２

４～９齢級（ha） ３，６８８ １１％ ３２，４２４
１０齢級以上（ha） １２，５１７ ２２％ ５７，９３８

みかん園（佐世保市針尾地区）

県 北 地 域

１．地域データ
対象市町：佐世保市、平戸市、松浦市、小値賀町、

佐々町

２．農林業・農山村の概要（現状と課題）

県北地域は、中山間地域や多くの離島・半島からなり、耕地面積
は県全体の約２２％を占め、水田の割合（６１％、県平均４６％）が高く、
森林面積は４２，６５５haで、管内総土地面積の５０％を占めています。
このうち民有林が、４０，６５９ha（９５％）、国有林１，９９６haであり、民
有林における人工林率は４０％に達しています。これら人工林は１０齢
級以上が７８％を占めており、本格的な利用期を迎えています。農業
は、水稲と肉用牛、みかん、野菜、花き、茶、葉たばこを組み合わ
せた複合経営が多く、林業は、人工林の間伐を主体とした木材生産
と特用林産物である菌床しいたけの生産が行われています。また、
農家民泊など都市との交流も盛んな地域です。
認定農業者数は８３２名で、地域農業の担い手は高齢化に伴い減少傾向にあり、産地の維持・拡大には担い手の

経営規模拡大が必要です。併せて労力不足が懸念されるため労力支援体制の整備も急務です。また、毎年３０名程
度の新規就農がありますが、このままでは産地維持が厳しくなることから、更なる担い手の確保・育成と新規参
入者の受入体制の構築が必要です。一方、担い手が不足する地域では、新たな作業受託組織などの設立と既存組
織の育成・強化が課題となっています。
森林整備を担う林業専業作業員の高齢化、後継者不足により、新規就業者の確保並びに林業技術の習得・向上

や労働安全の研修による育成が急務となっています。
品目別には、水稲は品質向上のため近年導入された高温耐性品種への転換が課題です。また、水稲単作が多い

ため、水田への園芸品目導入等によって水田の高度利用を図る必要があります。
西海みかんは、ブランド率が高く高単価で取引されており、栽培面積や販売額は年々増加しているものの、生

産者数は減少していることから、１戸当たりの経営規模拡大を図るため、生産基盤の整備を進める必要がありま
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す。
施設野菜では、環境制御技術の普及により単収は増加していますが、技術の更なる向上および平準化を図る必

要があります。また、露地野菜では担い手の高齢化や減少により、産地の維持が困難となっていることから、労
力支援及び担い手への農地集積・集約化が急務となっています。
花きでは、価格の変動が激しい中、高単価が見込める需要期に合わせた出荷量の確保が課題です。
茶は、担い手への園地集積や労力確保による産地規模の維持が課題です。また、国内でのリーフ茶の消費量が

減少する一方、海外では抹茶を含む日本の緑茶の消費量が増加していることから、所得向上を図るために輸出拡
大を図ります。
肉用牛について、子牛価格は一時的な落ち込みもあるが概ね堅調に推移しています。一方、高齢化により飼養

戸数は減少傾向にあります。産地維持のためには、担い手の経営規模拡大と生産性の向上を図る必要があります。
また、畜産全般において家畜伝染病の発生予防や慢性疾病などの生産阻害要因の除去、併せて畜産物の安全性

を確保することが必要です。
木材は、スギ、ヒノキの人工林が利用期を迎え供給可能量が増加しており、今後用途に応じた木材安定供給体

制の構築が必要です。
菌床しいたけは、平戸産菌床しいたけに対する市場の需要は旺盛であり、生産量の拡大・生産コスト削減を図

る必要があります。
農山村集落では日本型直接支払制度を活用した多面的機能の維持が必要であるとともに、老朽化したため池や、

山地災害危険地区の対策による安全・安心の確保が課題です。
また、人口減少の中多様な人材を確保するため、移住・定住対策等の取組も必要です。

３．県北地域の農林業・農山村の将来像

県北地域の農業は、中山間地域や多くの離島・半島からなり、水田の割合が高く、水稲を中心に、肉用牛、み
かん、野菜、花き、茶などとの複合経営が多く営まれており、みかんや肉用牛は全国有数の産地となっています。
一方で、農業従事者の減少と高齢化が進んでいることから、産地等が連携し、次代を支える担い手の育成確保に
向けた取組を推進します。
農地の基盤整備の促進と農地中間管理事業の活用等により優良な農地を担い手に集約し、農業サービス事業体

等を活用した労力支援を行い、担い手の規模拡大を図り、産地の維持・拡大を目指します。
特に、みかん等でスマート農業技術の活用等により生産性を高め、高品質な農産物の生産拡大を図ります。畜

産については、コスト削減を図るとともに、増頭に対応した牛舎整備と家畜導入などにより、経営規模拡大を図
ります。また、水田の汎用化・畑地化を推進し、高収益作物の導入による農業所得の向上を目指します。
林業については、計画的で効率的な間伐等を推進し、生産性を高めて木材生産量の拡大を図

り、林業事業体の雇用就業者の増加を目指します。また、木材の規格・品質に応じた利用を進めて販路の拡大を
図り、林業生産額の増大を目指します。
農山村地域において、受託組織や集落営農により農地の活用や保全を図るとともに、モデル集落を中心に農山

村地域における多様な人材を受け入れる態勢づくりを推進し、移住者に選ばれる集落をつくるなど、県北地域の
多様な農産物や豊かな自然など地域資源を最大限に活かした農山村地域の所得向上と地域活性化を目指します。
また、ため池整備や山地災害対策を進め、安全で安心して暮らせる農山村集落を目指します。
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農業士と青年農業者との交流

４．基本的振興方向

Ⅰ 次代につなげる活力ある農林業産地の振興

Ⅰ－１ 次代を支える農林業の担い手の確保・育成

❶就農・就業希望者を地域に呼び込む組織的な取組の推進

●地域就農支援センターを中心に関係機関と連携し、就農に向けた
支援や高校生等への体験研修等を通じて農業の魅力を PRし、担
い手の確保・育成を図ります。

●技術習得研修先や営農開始時に必要となる経営資源のあっせんな
どの受入態勢を整えた産地を確保します。

●新規就農者の技術や経営に対する課題へのアドバイスや指導を行
うフォローアップ支援により、就農・就業の定着を図ります。

●木材生産量拡大により林業専業作業員の所得向上を図るとともに、
就業ガイダンスや高校生等への体験研修等を通じて林業の魅力を PRし、担い手確保を図ります。

❷農業の実践力・経営力を育む研修教育の実施

●農家出身Uターン者の受入を強化するため、JA等が主体となり、産地自ら新規就農希望者を受け入れる研修
制度を構築します。

●緑の雇用事業等を活用した林業技術の習得・向上や労働安全のための研修を実施し、林業専業作業員を育成し
ます。

❸農林業者の経営力の向上の推進

●農業経営体の経営力の向上に向け、地域での研修会、個々の課題に対する経営相談・診断等による支援活動を
行います。また、法人化を志向する経営体に対し、法人化を進める上で必要となる知識を学ぶための研修会や、
専門家から助言や経営診断についての指導を受けられるよう支援します。次世代へ円滑に経営継承を行うため
の支援を行います。

●農業所得１，０００万円以上を確保する経営体を育成するため、雇用型経営や経営の多角化などの提案を行い、重
点的に支援します。

●次代の優れた経営者、地域の担い手を育成するため、経営管理や労務管理等の資質向上に関する研修会の受講
を推進します。

●参入企業の営農支援を行うほか、集落営農組織については安定的な運営に向け、園芸品目等の導入による経営
改善や法人化を支援します。

●森林組合等の林業事業体の経営力や生産性の向上に向けた現状分析及び課題解決に対する取組、林業版産地計
画の策定及び実行管理を支援します。
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❹外国人等多様な人材の活用による労力確保対策の推進

●農業サービス事業体の取組を活用しながら、農業者の労働力不足に対応していきます。また、関係機関で特定
技能外国人受入連絡協議会を設置し、地域住民や外国人がお互いに安心して暮らせる環境を整えます。

●農業者や福祉事業所等を対象とした研修会を開催し、農福連携の理解を深め、作業体験会を通じて農業者と福
祉事業所等の連携を進めます。また、福祉事業所等が農作業に取り組みやすくするため、農作業マニュアルを
作成し、取組を広げていきます。

●農家グループで数名の作業員を雇用し、順番に利用する県北型労力支援システムや肉用牛ヘルパー等、様々な
チャンネルによる労力確保に努めます。

Ⅰ－２ 生産性の高い農林業産地の育成

❶水田をフル活用した水田農業の展開

●米は、近年の温暖化傾向の中で優れた品質を得られる高温耐性品種（「にこまる」「なつほのか」等）の生産安
定技術を確立し、作付面積拡大を図ります。

●麦については、小麦の有望品種である「長崎Ｗ２号」の生産安定技術を確立し、面積拡大と品質の向上を図り
ます。

●水田の汎用化・畑地化を推進し、水田裏作等の園芸品目導入や集落営農組織等による麦・大豆栽培、省力化技
術導入による飼料作物等の産地振興を推進します。

❷チャレンジ園芸１０００億の推進

●いちごは、環境制御技術の導入による各経営体の収量増加及びパッケージセンターなど産地出荷体制の強化を
図ることで、新規就農者の確保・育成を図り、産地の持続的な発展を目指します。

●アスパラガスは、新規就農者等への重点指導や栽培管理の見える化による単収向上及び専作経営体の育成によ
る産地振興を図ります。

●ブロッコリーは、地域に応じた作型分散及び他品目との複合経営による収入安定化、共同選別等の作業外部化
により、面積拡大を推進し、産地拡大を図ります。

●ばれいしょ、たまねぎは、収量の安定化により、産地を構成する多様な担い手の確保・育成を図ります。

●みかんは、「長崎果研原口１号」等の振興品種への計画的な新・改植を進め、大苗育苗の活用や、シートマル
チ栽培の巻上装置の導入により、高品質果実の安定生産、計画出荷を実現し「西海みかん」ブランドの継続を
図ります。また、スマート農業技術（家庭選果を軽減するプレ選果機等）の活用、省力化機械の導入、農地基
盤整備の推進による産地強化に取り組みます。

●きくは、環境制御技術などの導入により単収を向上させ、生産量の増大を図ります。また、需要期に合わせた
計画出荷のため、出荷計画の策定を支援し、単価の平準化に努めます。

●茶は、担い手への茶園集積、茶園整備による担い手の規模拡大と経営安定を図ります。また、農業者間での受
委託作業による産地規模の維持を図ります。
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肉用牛の放牧（平戸市生月町）

農地の基盤整備（平戸市向月地区）

❸チャレンジ畜産６００億の推進

●肉用牛繁殖経営では、管内の子牛市場である「平戸口中央家畜市
場」と「宇久・小値賀家畜市場」が再編統合され、毎月子牛セリ
市が開催されることにより、繁殖農家は子牛の月齢に応じた計画
的な出荷が可能となり、更なる規模拡大が期待できます。また、
ICT を活用した牛管理を推進し、分娩間隔短縮による子牛生産率
の向上を図ります。生産費低減のため、放牧等の活用と、効率的
な機械の導入により自給飼料生産の省力化を図ります。

●肥育経営では、長崎型新肥育技術を普及させ、出荷時の枝肉重量
の増加を図ります。

●酪農経営では、生乳のコスト低減のため、良質な自給飼料生産を推進するとともに、作業の機械化等による省
力化を図ります。

●養豚経営では、母豚１頭当たり肉豚出荷頭数の増加を図り、経営の安定を目指します。

❹県産木材・特用林産物の生産拡大

●林業事業体の林業版産地計画に基づく計画的な搬出間伐及び主伐の推進による木材生産量の拡大を図ります。

●平戸産菌床しいたけの生産施設整備により、産地における生産量拡大及び品質向上・生産コスト削減による競
争力の強化を支援します。

Ⅰ－３ 産地の維持・拡大に必要な生産基盤、加工・流通・販売対策の強化

❶大規模化・省力化を支える生産基盤整備、農地集積及び森林施業集約化の加速化

●人・農地プランの実質化を基に、農地中間管理事業を活用して担
い手への農地集積を促進し、経営規模の拡大を進めるとともに、
高収益作物の導入による所得向上を目指します。

●荒廃農地については、解消し有効に使うべき農地と非農地にすべ
き農地を分類した上で、担い手の経営規模拡大や所得向上に繋が
る農地の基盤整備事業等を推進します。

●大型機械の導入による大規模化・省力化を進めるため、農地の大
区画化や、道路、用排水路の整備を行います。

●小規模分散した個人有林等を集約した森林経営計画の策定及び林業版産地計画の実行を支援します。

●森林作業道と林業専用道の効率的な路網計画を策定するとともに、高性能林業機械の導入やリース事業活用に
よる生産コストの縮減を推進します。

❷本県農林産物の需要開拓に向けた国内外の販売対策の強化

●国内でのリーフ茶の消費が減少する一方で、海外では日本の緑茶が好まれ、年々輸出額が伸びていることから、
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現状 令和７年度 現状年度

認定農業者数 ８３２ ８２６ Ｈ３０

新規自営就農者・雇用就業者【農業・林業】（人／年） ７３ ９７ Ｈ３０

担い手の確保にかかる行動計画を策定した産地数 － １７ －

JA等が主体となった研修機関数 － １ －

農業所得１，０００万円以上が可能な経営規模に達した経営体数（経営体） ７２ １４６ Ｒ元

産地計画策定産地の販売額（億円） １６４ １６８ Ｈ２９

水稲高温耐性品種（なつほのか、にこまる等）の導入面積（ha） ５７０ １，１２７ Ｒ元

水田における園芸品目導入面積（ha） ５ ７８ Ｒ元

いちごの環境制御技術の導入面積（ha） ４ ４．９ Ｈ３０

「西海みかん」ブランド率（％） ６８ ８４ Ｒ元

きくの環境制御技術の導入面積（ha） ０．６ １１．１ Ｈ３０

輸出に適応した茶栽培面積（ha） ８ １３ Ｒ元

繁殖牛の分娩間隔（日） ３９０ ３８０ Ｈ３０

肥育牛（肉専用種）の枝肉重量（㎏） ４８９ ５３０ Ｈ３０

経産牛１頭当たり年間生乳生産量（㎏） ８，３２４ ８，８００ Ｈ３０

母豚１頭当たり年間肉豚出荷頭数（頭） ２１．２ ２５．０ Ｈ３０

木材生産量（㎥） ２２，９９０ ２９，５００ Ｈ３０

担い手への農地利用集積面積（ha） ２，６２８ ３，６７４ Ｈ３０

荒廃農地解消面積（ha）（Ｒ３～R７年度累計） ４６０ ２５０ Ｈ２７～Ｒ元

水田の整備済面積（ha） ３，１２２ ３，１５８ Ｒ元

畑地の整備済面積（ha） １，０４７ １，０５８ Ｒ元

林業専用道（路線） ０ ２ Ｈ３０

有機・特別栽培の実面積（ha） １２４ １５０ Ｒ元

●KPI

有機 JAS認証茶園、海外の残留農薬基準に対応した茶園づくりを行うことで、海外への緑茶の輸出拡大を推
進します。

●製材用、輸出用、木質バイオマス用等の需要に対する安定供給体制を構築し、協定取引等の有利販売の推進を
図ります。

❸農商工連携等による農産物の付加価値向上の推進

●環境保全型農業直接支払交付金を活用し、化学農薬、化学肥料の使用を低減します。

●有機栽培農業者の有機農産物の販路拡大への取組を支援します。

●農業者に対して、GAPの取組を推進し、信頼性の高い経営体を育成します。
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ため池（佐世保市六郎地区）

Ⅱ 多様な住民の活躍による集落の維持・活性化

Ⅱ－１ 農山村集落に人を呼び込む仕組みづくり

❶農山村地域への移住・定住促進対策

●農山村集落が持つ景観・伝統・文化等に磨きをかけ、多様な住民が活躍する暮らしやすい環境づくりを進める
ため、移住希望者の受入態勢を整備し、農泊の活用によるお試し移住や農地付住宅・施設、生活環境情報を一
体的に情報発信し、専業農家、兼業農家等集落の住民となる若者等の移住・定住を進めます。

❷農山村の持つ多面的機能の維持

●「中山間地域等直接支払制度」及び「多面的機能支払制度」の活用を推進するとともに、組織の広域化や組織
運営の効率化を進めます。

●１haを超える林地開発を伴う行為については「災害の防止」、「水害の防止」、「水の確保」、「環境の保全」の
許可要件を基準とし、林地の無秩序な開発を防止するとともに、無断開発を防止するため、伐採届を受理する
市町と連携して情報の共有・現地確認等を行います。

❸農山村地域における安全・安心で快適な地域づくり

●農作物被害軽減のために、防護柵の設置や維持管理、緩衝帯整備、
捕獲体制整備など３対策（防護・棲み分け・捕獲）を総合的に支
援します。

●農村地域における災害を未然に防止し、農業生産の維持、農業経
営の安定を図るため、老朽ため池の整備を計画的に進めるととも
に、ハザードマップの整備等、ソフト対策を進めます。

●ため池の整備にあたっては、水利用状況や維持管理体制など地域
の実情を踏まえ、柔軟かつ適切な整備を行います。

●各市町と連携して地元へ山地災害危険地区や地すべり危険地区及び治山事業の説明会を行い、事業実施の条件
である保安林指定・用地確保を推進し、事業の早期着手を図ります。
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少量多品目栽培現地検討会

現状 令和７年度 現状年度

農山村集落数 ６００ ６００ Ｈ２７

農山村地域への移住者数（人／年） － ４７ －

移住受入情報発信集落数 － ３２ －

資源保全活動取組面積（ha） ７，６２９ ８，１２４ Ｈ３０

野生鳥獣による農作物被害額（百万円） ６４．１ ３６．９ Ｈ３０

老朽ため池の整備促進（箇所数） ４１ ６３ Ｒ元

山地災害危険地区（Ａランク）着手数（箇所数） １７２ １９１ Ｒ元

ボランティアとの集落環境保全活動に取り組む集落数 － １２ －

直売所・農泊売上額（億円） ２６．８ ２７．６ Ｈ３０

中山間地域の特性、資源を活かした新規品目等の実証 － ３ －

集落営農法人・組織の受益面積（ha） １１９ ３７０ Ｈ３０

農作業受託・機械共同利用組織数 ４７ ５０ Ｒ元

農泊延べ宿泊者数 ２６，２８７ ２４，０００ Ｈ３０

地域貢献活動を行う農産物直売所数 ８ １３ Ｈ３０

●KPI

Ⅱ－２ 農山村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

❶中山間地域に対応した営農体系の確立

●中山間地域で所得確保が可能な品目・類型（例えば、小菊、サカ
キ、葉物野菜など）を探索し、兼業農家や高齢者等向けの少量多
品目の営農類型の導入、地域の「顔」となる産品づくりに向けた
新規品目の導入等の取組を推進します。

❷地域農林業を支える組織の設立・推進

●水稲、畜産や露地野菜において規模拡大やコスト低減を図り、既に設立している組織等では組織の課題、発展
段階に応じた経営改善、活動継続を支援し、担い手が不足する地域では、新たな集落営農組織化等を推進しま
す。

❸地域ビジネスの展開による農山村地域の活性化

●県北地域の多様な農産物や豊かな自然など地域資源を最大に活かし、農山村地域における農泊やボランティア
活動を通じた交流人口の拡大や、地域の特色を活かした加工品の製造などを進めるほか、直売所等を核とした
地域内流通の拡大、情報発信を図ることで、農山村地域の所得向上と地域活性化を図ります。
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みかんのプレ選果機

 地域の取組の姿 指定園制度の取組
徹底と新品種の
導入

ブランドみかん生産量の
維持・拡大

省力化技術の導入、
基盤整備、農地集積
の推進

産地の栽培面積、維持
拡大　　　

農業サービス事業
体等の活用推進 労力確保システムの構築

生
産
性
向
上
に
よ
る

み
か
ん
産
地
の
振
興

取組前
●気候温暖化の影響による果実品質の低下
●高齢化の進展、担い手不足と農繁期の労力不足

取組後

目指す
取組

◆指定園制度の取組、新品種導入等によるブランドみか
んづくり推進

◆AI の品質予測や選果等の導入による高品質安定生産、
省力化体系の構築

◆樹園地のほ場整備と意欲ある担い手への農地集積
◆農業サービス事業体等を活用した労力確保システムの
構築

水田でのブロッコリー栽培

 地域の取組の姿 環境制御技術の
導入拡大

施設園芸品目の収益性
向上

水田フル活用に
よる園芸品目の
導入推進

水田における園芸品目
の面積拡大

受入団体等登録制
度などによる研修
受入拡大

産地を支える担い手の
確保

省力化機械導入推
進、労力支援、出荷
体制の強化

労働生産性向上による
産地強化

園
芸
産
地
の
育
成

取組前
●施設園芸において、環境制御技術の導入が遅れ
ている
●水田の高度利用が進んでおらず、土地収益性が
低い
●高齢化による担い手不足に併せ、農繁期の労力
が不足

取組後

目指す
取組

◆施設野菜・花きの環境制御技術の導入による収量向上
◆水田の汎用化・畑地化や労力支援体制の活用、省力化
機械導入による園芸産地（ブロッコリー、かぼちゃ、
たまねぎ、小ぎく）の拡大

◆受入団体等登録制度などによる新規就農者の確保、育成

５．地域別・産地別の戦略の展開

【県北地域全域】

●スマート農業技術導入によるみかん産地のブランド力の向上

●AI による果実品質予測やプレ選果機等のスマート農業技術の導
入、指定園制度の取組や基盤整備の推進などにより、ブランドみ
かんの生産拡大、産地維持を図る仕組みづくりを支援します。

●環境制御技術の導入や水田の汎用化・畑地化等による園芸品目の振興

●園芸産地の持続的な発展を目指すため、環境制御技術の導入や水
田の汎用化・畑地化などにより、農業所得の向上を推進し、産地
を支える担い手の確保・育成を図ります。
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キャトルステーション

 地域の取組の姿 牛舎の設置と導入
事業による生産
基盤拡充　

担い手の規模拡大

ICT機器活用と放牧、
自給飼料生産拡大
推進

作業の効率化による
労力の軽減とコスト低減

家畜導入事業による
高能力牛群の整備 優良子牛生産の増加

肉
用
牛
規
模
の
維
持・拡
大

取組前
●増頭できない小規模牛舎が多い
●安定生産には牛の観察力など技術力の向上が
求められる
●優良子牛生産には適切な母牛の更新が必要

取組後

目指す
取組

◆畜産クラスター事業を活用した施設拡大
◆ICT 機器活用による分娩間隔短縮、分娩時の事故低
減、放牧牛管理の効率化による労力削減
◆家畜導入事業を活用した優良雌牛群の整備による生産基盤強化

集落支援事業説明会

 地域の取組の姿 地域の魅力発掘と
情報発信 集落機能の維持

直売所を核とした
地域内流通の拡大、
地域の産品開発

地域ビジネスの拡大

農
山
村
集
落
の

活
性
化

取組前
●高齢化、人口減少による農山村集落の機能低下
●直売所売上の伸び悩み

取組後

目指す
取組

◆農山村集落での話し合いと移住・定住の取組推進（受
入態勢整備、コミニュティづくり）による農山村の活
性化
◆直売所等を核とした地域内流通の拡大、地域の産品の
開発、情報発信

●肉用牛の生産基盤強化による生産規模の維持・拡大

●畜産クラスター計画に基づき、新規就農者をはじめとした担い手
の確保、規模拡大のための畜舎整備や優良雌牛の導入事業、キャ
トルステーション活用やヘルパー組織など労力支援体制の構築を
図ります。

●ICT を活用した分娩間隔の短縮や分娩時の事故の低減や、放牧牛
管理の効率化などスマート畜産を推進し、自給飼料生産拡大と放
牧推進でコスト低減を支援します。

●農山村集落の維持・活性化

●地域住民が主体となった関係人口の増大、移住・定住等集落維持
に向けた仕組みづくりを支援します。

●県北地域の多様な農産物や豊かな自然など地域資源を活用した地
域ビジネスを推進します。

１５６



担い手研修会（小値賀町）

 地域の取組の姿 放牧新技術確立と
ヘルパー組織の整
備、生産指導の強化

産地の維持や経営規模
の拡大

新規就農者への経
営・サポートの充実 就農後の経営安定

都市住民が訪れ
やすい集落の環境
整備・情報発信

移住者の増加による
後継者の確保

就
農
者
定
着
、移
住
者
の
増
大

繁
殖
牛・園
芸
の
拡
大

取組前
●高齢化・後継者不足と労力不足による生産基盤
の脆弱化
●公社研修生等の就農候補者の減少
●人口減少による地域活力低下

取組後

目指す
取組

◆放牧導入やヘルパー組織強化等による畜産経営の安定
◆担い手公社の機能向上による運営改善と研修生への指
導強化による就農定着率向上

◆ブロッコリーを中心とした園芸推進品目の作付拡大
◆観光サイドとの連携強化によるボランティア、農家民
泊・体験促進

【南部地域 島しょ部】

●繁殖牛の規模拡大と新規就農者定着、園芸品目の拡大

●繁殖牛での省力化技術確立や労力確保による規模拡大、離島にお
ける地域特産品や園芸品目の産地育成を推進します。

●担い手公社の受入強化による担い手の確保や、都市との交流を拡
大し移住の増大を図ります。
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